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一部構成員限り
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1はじめに

情報通信産業における消費者保護や競争政策については
国民生活に多大な影響を与えます。

過去積み重ねてきた政策議論を踏まえ慎重な検討が必要であり、
頻繁なルール変更により消費者の混乱や歪んだ競争環境を招く
ことのないよう、目指すべき通信業界の将来像を明確に示しつつ、
予見性のある政策立案が行われることを強く要望します。

特に公正競争や消費者保護に直結する「事業法第27条の3」に
関するルールは国民や市場に与える影響が甚大であることから、
特定MNOのみを適用除外とすることに対し、断固反対します。
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1. ネットワーク利用制限

2. 指定対象事業者の見直し

3. その他ヒアリング項目への回答 (通信モジュール含む)
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31. 不正利用対策

振り込め詐欺などの犯罪が社会問題化

以下の取り組みを実施

本人確認義務化 ネットワーク利用制限

契約者が特定できない回線を停止
（2006年4月~）

不当に取得された端末のネットワーク接続を停止
（2008年12月~）

• 犯罪利用の通信を防止
• 端末換金による資金源化の防止
• 犯罪利用の通信を防止

回線 端末
不正利用
防止法

自主的
取り組み
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41. 犯罪事例  
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51. 警察の啓蒙活動

※警視庁HP



© 2024 SoftBank Corp.

61. ネットワーク利用制限①

犯罪阻止を目的としてネットワーク接続を制限

窃盗や詐欺等の犯罪行為

その他法令に違反する行為 (携帯電話不正利用防止法違反等) による携帯電話機の不正取得

窃盗（盗難）等 不正契約 端末代金債務不履行 補償サービス不正利用

窃盗（盗難）や詐欺等の犯罪
行為、その他法令に違反する行
為により取得された端末

申込内容の虚偽、契約住所に
対する郵便物の不達等から詐欺
と判断される場合

割賦契約審査を含む契約時の
状況、代金債務不履行に係る
契約者の対応等から詐欺と判
断される場合

盗難、紛失、故障等により交換
対象となった端末（未返還）

詐欺相当の行為 詐欺相当の行為 詐欺相当の行為窃盗・詐欺・占有離物
横領相当の行為

犯罪利用の事例あり



© 2024 SoftBank Corp.

71. ネットワーク利用制限②

＜当社4G通信サービス契約約款 (抜粋) ＞

不当に取得された端末による
通信を制限する可能性がある

ことを約款に規定
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81. ネットワーク利用制限③

WEBサイトでステータスの確認が可能

IMEIを入力 ⇨
NW制限のステータス (〇/△/×) 表示

＜当社WEBサイト＞ ＜総務省携帯電話ポータルサイト＞
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※ 2021年度公正取引委員会「携帯電話市場における競争政策上の課題について（令和3年度調査）MNO3社の利用者向け消費者アンケート」

【参考】 「中古スマホを使用しない理由」 (2021年度 アンケート)

ネットワーク利用制限を
理由としていない
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• 接続制限の回避
• 中古業者の負担減

• 犯罪増加？
• 反社勢力の資金源

どちらを重視するかの問題

定量的な判断は難しい
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1. ネットワーク利用制限

2. 指定対象事業者の見直し

3. その他ヒアリング項目への回答 (通信モジュール含む)
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122. 指定対象事業者の見直し

断固反対

事業法第27条の3指定対象事業者の見直しについて

【ヒアリング事項】

• 見直しが必要な市場環境の変化は生じていない

• 小売市場でのハンディキャップは消費者の混乱を招く

(昨年末にルール改正)
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132. 規制に関する当社の考え

自由競争が大原則

現在の

携帯市場

競争環境

• 市場で問題が生じた場合に規制強化・緩和

• 規制は最小限・全事業者に公平

• 良質なサービスが提供されている

− 料金水準は国際的に低〜中位
− ネットワーク品質水準も高い

• 不当な扱いを受けている事業者はいない

価格・品質

消費者が自由にサービスを選択できる環境が実現 (移行障壁は撤廃済み)
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142. 規制に関する当社の考え (2023年12月4日当社ヒアリング資料 再掲)

料金

ネットワーク

端末

料金

ネットワーク

端末

低〜中位程度

4Gは最高水準 5Gは遅れ

5G端末の普及に遅れ

幅広い選択肢
（高品質・高価格 〜 低品質・低価格）

高品質なカバレッジ・通信速度

最新端末・テクノロジーの普及が

先進諸外国と同等以上

◆ 将来像に繋がる

◆ 最小限・簡素・わかりやすい・各社平等

◆ 消費者に不利益や混乱を生じさせない

ルール

現状（海外比較） 将来像（一例）

競争・市場ルールの検討に際しては、海外比較などを通じて
日本市場の現状を把握し、向かうべき将来像を明確にすることが必要
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15【参考】 料金水準・ネットワーク品質の海外比較

※総務省 2023年5月 電気通信サービスに係る内外価格差調査－令和4年度調査結果（概要）－ ※ ICT総研 2024年1月 スマートフォン料金と通信品質の海外比較に関する調査



© 2024 SoftBank Corp.

162. 議論プロセス

② 課題抽出

③ 解決策の検討① 現状分析

• マーケットの分析
(サービス内容・料金水準など)

• 目指す将来像との乖離

• ルール変更の効果・影響
など

• 解決すべき課題はあるか

• 優先して取り組むべき課題
は何か

など

• 課題を解決する手段として
どんなものがあるか
 (効果的な基準など)

• 規制によって解決するか

• 効果が高く、優先して行うべ
き手段は何か

など

【本来あるべきプロセス】

昨年末にルール改正 ⇨ まずは現状の把握・分析が必要

④ 実行
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172. 指定対象事業者の見直しによる懸念

規制対象外の事業者を作るべきではない

解決を目指した課題
※ 2022年9月 「競争ルールの検証に関する報告書 2022 」より一部抜粋

• 「転売ヤー」問題

• MVNOの淘汰

• 端末の買換え頻度の違いによる利用者の不公平感 (通信と端末の分離)

※ 公正競争担保のための非対称規制は消費者保護や犯罪抑止に関わるルールではなく、接続ルールで担保

近年の政策で解決を目指した課題が再燃 ➩ これまでの方向性に明らかに逆行
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現在の競争状況やこれまでの優遇策を考えれば、
今以上に楽天モバイルを優遇する理由はない

2. 楽天モバイルが優遇されることへの疑問

※各社決算データシート (2023年9月末と2023年12月末の累計契約数より計算)

2023年10-12月 MNO純増シェア

競争状況

これまでの
優遇策

年内黒字化

※ 2024年2月14日 楽天決算プレゼンテーション資料より

MNO事業開始4年後にプラチナバンド割当 (2019年事業開始 2023年割当)

【参考】 当社の場合 MNO事業開始18年後にプラチナバンド割当 (1994年事業開始 2012年割当)

21%

31%22%

26%
NTT docomo

KDDI

SoftBank

楽天モバイル

他MNOと
遜色ない純増
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19構成員限り
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202. 指定対象事業者の見直し (再掲)

断固反対

事業法第27条の3指定対象事業者の見直しについて

【ヒアリング事項】

• 見直しが必要な市場環境の変化は生じていない

• 小売市場でのハンディキャップは消費者の混乱を招く

(昨年末にルール改正)
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1. ネットワーク利用制限

2. 指定対象事業者の見直し

3. その他ヒアリング項目への回答 (通信モジュール含む)
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その他ヒアリング項目への回答
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23その他ヒアリング項目への回答
ヒアリング事項 回答

ネットワーク
利用制限

① 現在実施しているネットワーク利用制限の内容とその件数

（推移）（4類型ごと）

② ネットワーク利用制限を実施している理由（必要性）や有効性

（4類型ごと）

③ ②に関し、他の手段で担保することはできないのか（4類型ごと）

犯罪行為の抑止を目的としてネットワーク利用制限を行っています。
犯罪に使用された事例を基に導入しましたが、長期間に渡って実施して
おり、その抑止効果を定量的に測ることは困難です。
手段は複数存在した方が抑止効果が高いと考えます。

④ 中古端末を購入した第三者が通信料金を適切に支払っているにも

関わらず、ネットワーク利用制限により、通話・通信の利用ができな

くなる現状をどのように考えるか

第三者が利用する端末の接続が制限されるといった事象は発生しない
ことが理想ですが、本件は犯罪抑止とのトレードオフの関係にあるため、
どちらを重視するのかという判断と考えます。
現実的には中古端末販売時の説明を徹底することで一定程度のトラブ
ル回避は可能とも考えます。

⑤ ネットワーク利用制限を禁止することについてどのように考えるか

また、禁止した場合の影響（4類型ごと）

犯罪行為の抑止手段が減ることになるため、抑止効果は良くて現状維
持ですが、現実的には低下する可能性が高いと考えます。
むしろ昨今の社会情勢を鑑みて、接続を制限するネットワークを全社に
広げるなど、犯罪抑止効果を高めることを検討すべきとも考えます。

構成員限り
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24その他ヒアリング項目への回答
ヒアリング事項 回答

通信モジュール

① 通信モジュール向けの通信サービスに関して、使用する場所・場面

等が相当程度特定されている場合は指定対象役務から除外する

ことについてどのように考えるか

趣旨には賛成します。
具体的な対象・基準等は今後検討が必要と考えます。
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